
 

令和６年第１回別府市議会定例会 

議案（条例・その他）の概要 

 

議第１６号 別府市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

議第１７号 市長専決処分条例の一部改正について 

議第１８号 別府市監査委員に関する条例の一部改正について 

議第１９号 別府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部

改正について 

議第２０号 別府市新型コロナウイルス感染症対策おもいやり基金条例の廃止に

ついて 

議第２１号 別府市手数料条例の一部改正について 

議第２２号 別府市奨学金に関する条例の一部改正について 

議第２３号 別府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 

議第２４号 別府市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例及び別府市営住宅

の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

議第２５号 別府市長寿祝金条例の一部改正について 

議第２６号 別府市介護保険条例の一部改正について 

議第２７号 別府市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部改正につ

いて 

議第２８号 別府市道路占用料徴収条例等の一部改正について 

議第２９号 別府市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正に

ついて 

議第３０号 別府市営店舗の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

議第３１号 別府市空家等対策条例の一部改正について 

議第３２号 別府市下水道条例の一部改正について 

議第３３号 訴えの提起について 

議第３４号 訴えの提起について 

議第３５号 指定管理者の指定期間の延長について 

議第３６号 指定管理者の指定期間の延長について 

議第３７号 市有地の貸付けについて 



 

議第３８号 市有地の貸付けについて 

議第３９号 市有地の貸付けについて 

議第４０号 市有地の貸付けについて 

議第４１号 市有地の貸付けについて 

議第４２号 市有地の貸付けについて 

議第４３号 公の施設を他の普通地方公共団体の住民の利用に供することに関す

る協議について 

議第４４号 他の普通地方公共団体の公の施設を本市の住民の利用に供させるこ

とに関する協議について 

議第４５号 字の区域及びその名称の変更について 

議第４６号 市道路線の認定及び廃止について 

議第４７号 市長専決処分について 

議第４８号 市長専決処分について 

議第４９号 市長専決処分について 
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議第１６号  

   別府市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  年次有給休暇を一の年ごとにおける休暇から一の年度ごとにおける休暇とす

ることに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  「一の年」を「一の年度」に、「当該年」を「当該年度」になど、「年」を「年

度」に改めます。（第１３条関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  

 

議第１７号、議第１８号  

   市長専決処分条例の一部改正について 

   別府市監査委員に関する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）により、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）の一部が改正され、条例が引用する条項に移

動が生じたことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 議第１７号 市長専決処分条例の一部改正  

 ア 本則第１号及び第２号を削ります。  

イ 「（地方自治法）第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第

８項」に改めます。（本則第３号関係）  

 (2) 議第１８号 別府市監査委員に関する条例の一部改正  

   「（地方自治法）第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３

項」に改めます。（第３条関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 企画戦略部財政課（議第１７号）、監査事務局（議第１８号）  

 

議第１９号  

   別府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部改正

について 

１ 趣旨 

  会計年度任用職員に勤勉手当を支給することに伴い、条例を改正します。  
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２ 議案の内容  

 第１条 別府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正 

  (1) 会計年度任用職員の給与の種類に勤勉手当を加えます。（第２条関係） 

  (2) フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員に支

給する勤勉手当を規定します。（第１５条の２及び第２５条の２関係）  

 第２条 別府市職員の育児休業等に関する条例の一部改正  

  (1) 会計年度任用を職員基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以

前６箇月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に

係る勤勉手当を支給する規定の対象とします。（第５条の３関係）  

 第３条 別府市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

改正 

  (1) 勤勉手当の規定は会計年度任用職員には適用しない規定を改め、適用す

ることとします。（第２０条関係）  

 第４条 別府市公営事業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

改正 

  (1) 勤勉手当の規定は会計年度任用職員には適用しない規定を改め、適用す

ることとします。（第２２条関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 総務部職員課  

 

議第２０号  

   別府市新型コロナウイルス感染症対策おもいやり基金条例の廃止につい

て 

１ 趣旨 

  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律

第１１４号）の一部が改正され、新型コロナウイルス感染症の位置づけが５類

感染症に変更されたことに伴い、条例を廃止します。 

２ 施行期日 令和６年４月１日 

３ 担当課 企画戦略部財政課  

 

議第２１号  

   別府市手数料条例の一部改正について 

１ 趣旨 
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  地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成１２年政令第１６号）の一

部が改正され、危険物の貯蔵所の設置の許可の申請に対する審査に係る手数料

の額が改定されたこと等に伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  

 (1) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の題名の改正に伴う所

要の改正をします。（別表第６関係）  

 (2) 貯蔵所の設置許可申請手数料の金額を改定します。（別表第７関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 建設部都市計画課、消防本部予防課  

 

議第２２号  

   別府市奨学金に関する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  大学卒業後に別府市内で就労している者を奨学金の返還免除の対象者とする

ことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  返還免除の要件である「別府市内の保育所等で保育士として勤務の事実」を

「別府市内で就労している事実」に改めます。（第１１条関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 教育部学校教育課  

 

議第２３号  

   別府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定に基づき条例を定

めるに当たり従うべき基準等を定める特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内

閣府令第３９号）の一部が改正されたことに伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  

 (1) 重要事項の掲示について、掲示のほかインターネットを利用して公衆の閲

覧に供することとします。（第２３条関係）  

 (2) 「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくことができる物」を技術中立性を明らかにす
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る観点から、媒体の種類を示さない形の「電気的記録媒体（電磁的記録に係

る記録媒体をいう。）」に改めます。（第５３条関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 こども部子育て支援課  

 

議第２４号  

   別府市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例及び別府市営住宅の設

置及び管理に関する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律

第３１号）の一部が改正され、条例が引用する条項が改められたことに伴い、

条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  条例が引用する条項に配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律第１０条の２（退去等命令）を追加します。  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 こども部子育て支援課、建設部施設整備課  

 

議第２５号  

   別府市長寿祝金条例の一部改正について  

１ 趣旨 

  長寿祝金の支給要件及び支給額を改めることに伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  

現行 改正案 

第２条 長寿祝金は、引き続いて１年以上

本市の住民基本台帳に記録されている

者で１００回目の誕生日（誕生日が２月

２９日である者のうるう年以外の年に

おける誕生日は、２月２８日であるもの

とみなす。次項においで同じ。）が到来し

た                

                 

  ものに支給する。  

第２条 長寿祝金は、         

                 

  １００回目の誕生日（誕生日が２月

２９日である者のうるう年以外の年に

おける誕生日は、２月２８日であるもの

とみなす        。）が到来し

た日において引き続いて本市の住民基

本台帳に記録されている期間が１年以

上のものに支給する。  
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２ 長寿祝金の額は、１０万円とする。た

だし、１００回目の誕生日が到来した日

において引き続いて本市の住民基本台

帳に記録されている期間が５年未満の

者については、１万円とする。  

２ 長寿祝金の額は、１０万円とする。 

                  

                  

                  

                

３ 施行期日 令和６年４月１日 

４ 担当課 市民福祉部高齢者福祉課  

 

議第２６号  

   別府市介護保険条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２９条第２項及び第３項の規定

により、令和６年度から令和８年度までの介護保険の保険料率を定めることに

伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  令和６年度から令和８年度までの保険料を次のとおり定めます。（第３条関

係） 

段階 現行 改正案 

第１段階 ２１，４００円  ２０，７００円  

第２段階 ３５，７００円  ３５，２００円  

第３段階 ４９，９００円  ４９，７００円  

第４段階 ６４，２００円  ６５，３００円  

第５段階 ７１，３００円  ７２，５００円  

第６段階 ８５，６００円  ８７，０００円  

第７段階 ９２，７００円  ９４，３００円  

第８段階 １０７，０００円  １０８，８００円  

第９段階 １２１，３００円  １２３，３００円  

第１０段階   １３７，８００円  

第１１段階   １５２，３００円  

第１２段階   １６６，８００円  

第１３段階   １７４，１００円  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 いきいき健幸部介護保険課  
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議第２７号  

   別府市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部改正について 

１ 趣旨 

  介護保険法の規定に基づき条例を定めるに当たって従うべき基準等を定める

省令の一部が改正されたことに伴い、次に掲げる条例を改正します。  

  ・別府市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例  

  ・別府市指定居宅介護支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に

関する基準等を定める条例  

  ・別府市指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る申請者の要件並びに

人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例  

  ・別府市指定介護予防支援の事業に係る申請者の要件並びに人員及び運営に

関する基準等を定める条例  

２ 議案の内容  

 (1) 「シー・ディー・ロム」等の特定の記録媒体を、「電磁的記録媒体」に改め

ます。 

 (2) 別府市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例第１９３条で引用する条項を介護

保険法第８条第２３項第１号に改めます。  

 (3) 重要事項の掲示に係ること、身体的拘束等の適正化に係ること、利用者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置に係ること、協力医療機関との連携に関すること

について規定します。  

３ 施行期日 公布の日。一部令和６年４月１日  

４ 担当課 いきいき健幸部介護保険課  

 

議第２８号  

   別府市道路占用料徴収条例等の一部改正について 

１ 趣旨 

  道路法施行令（昭和２７年政令第４７９号）の一部が改正されたことにより

国道に係る占用料が改定されたことを踏まえ、道路占用料等を見直すことに伴

い、条例を改正します。  
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２ 議案の内容  

 (1) 次の条例に定める占用料又は使用料を改定します。  

  ア 別府市道路占用料徴収条例  

  イ 別府市使用料の徴収に関する条例  

  ウ 別府市有温泉施設等の設置及び管理に関する条例  

  エ 別府市普通河川取締条例  

  オ 別府市都市公園の設置及び管理に関する条例  

  カ 別府国際観光港多目的広場の設置及び管理に関する条例  

  キ 別府市営湯都ピア浜脇の設置及び管理に関する条例  

 (2) 主な改定内容  

物件 現行 改定案 

第１種電柱 １本につき１年  ７３０円 ７２０円 

第１種電話柱  ６５０円  ６４０円  

広告塔 表示面積１㎡につき１年  ２，９００円 ３，２００円 

ガス管等 外径０．０７ｍ以上０．１ｍ未満の

もの長さ１メートルにつき１年  

３９円 ３８円 

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 建設部都市整備課、公園緑地課、総務部総務課、観光・産業部温泉

課 

 

議第２９号  

   別府市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正につい

て 

１ 趣旨 

  漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）の一部が改正され、題名が改

められたことに伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

  「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改めます。

（第５条第２２号関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 建設部都市計画課  
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議第３０号  

   別府市営店舗の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  市営松原店舗の一部を用途廃止し、消防の用に供することに伴い、条例を改

正します。  

２ 議案の内容  

  市営松原店舗の使用料月額を「３６８,５５０円」から「１平方メートル当た

り５１３．７円」に改めます。 

３ 施行期日 公布の日  

４ 担当課 建設部施設整備課  

 

議第３１号  

   別府市空家等対策条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）の一部

改正され、管理不全空家等に関する規定が定められ、条例が引用する条項の番

号ずれが生じたこと等に伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  

 (1) 空家等の所有者等は、空家等が特定空家等又は管理不全空家等にならない

よう、維持管理することとします。（第３条関係）  

 (2) 応急措置をとる場合を「適切な管理が行われていない空家等に倒壊、崩壊、

崩落その他著しい危険が切迫し、これにより道路、広場その他の公共の場所

において危害等を及ぼし、又はそのおそれがあると認めるとき」から「適切

な管理が行われていない空家等の倒壊等により人に対する危害又は財産に

対する損害を及ぼす危険が切迫していると認められ、所有者等に連絡が取れ

ない場合」に改めます。（新第１３条第１項関係） 

 (3) 市長は、所有者等が不明又は不在の空家等が周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態と認めるときは、必要な最小限度の

措置をとることができるとします。（新第１３条第２項関係）  

 (4) 応急措置をとったときは、当該措置に要した費用を所有者等に「負担させ

るものとする」を「負担させることができる」に改めます。（新第１３条第３

項関係） 

 (5) 応急措置をとった場合で所有者等又はその連絡先を確知できないときの

当該措置に係る告示の規定を削ります。  
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 (6) 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正による条例が引用する

条項の番号ずれに対し、所要の改正をします。  

３ 施行期日 令和６年４月１日 

４ 担当課 建設部都市計画課  

 

議第３２号  

   別府市下水道条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）の一部が改正され、六価クロ

ム化合物に係る排水基準が強化されたこと等に伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  

  「１リットルにつき六価クロム０．５ミリグラム以下」を「１リットルにつ

き六価クロム０．２ミリグラム以下」に改めます。（第９条の３第１項関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日 

４ 担当課 上下水道局下水道課  

 

議第３３号  

   訴えの提起について 

１ 趣旨 

  別府市水道局（当時）に在職中、自己の職務に関し賄賂を収受した退職者に

対して、退職手当の返納を請求する訴えを提起するため、地方自治法第９６条

第１項第１２号、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条第２

項及び別府市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年

別府市条例第３２号）第７条第２号の規定により、議会の議決を求めます。 

２ 議案の内容  

事件名  退職手当返納請求事件 

原告     別府市  

被告     別府市水道局（当時）元職員 

３ 担当課   上下水道局総務課  

 

議第３４号  

   訴えの提起について 

１ 趣旨 

   別府市水道局（当時）に在職中、自己の職務に関し賄賂を収受した退職者に
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対する退職手当返納金に係る債権を保全するため、詐害行為取消権（民法（明

治２９年法律第８９号）第４２４条）に基づく贈与契約の取消し及び持分移転

登記の抹消請求の訴えを提起するため、地方自治法第９６条第１項第１２号、

地方公営企業法第４０条第２項及び別府市水道事業及び公共下水道事業の設置

等に関する条例第７条第２号の規定により、議会の議決を求めます。 

２ 議案の内容  

事件名    詐害行為取消請求事件  

原告     別府市  

被告     別府市水道局（当時）元職員の関係者  

３ 担当課   上下水道局総務課  

 

議第３５号、議第３６号  

   指定管理者の指定期間の延長について 

１ 趣旨 

  地方自治法第２４４条の２第５項の規定に基づき、令和２年１２月１５日に

議決された議第１５３号及び議第１５４号「指定管理者の指定について」の議

決事項のうち、指定管理者の指定期間を延長することについて、同条第６項の

規定により議会の議決を求めるものです。 

２ 延長する指定の期間  

公の施設の名称  指定管理者  現行の指定期間  延長する指定期間  

柴石温泉、浜田温泉、亀

陽泉 

別府市大字別府３０８

８番地の１ 

一般財団法人別府市綜

合振興センター 

令和３年４月１日から  

令和６年３月３１日ま

で  

令和３年４月１日から  

令和７年３月３１日ま

で  

堀田温泉 別府市大字別府３０８

８番地の１ 

一般財団法人別府市綜

合振興センター 

令和３年４月１日から  

令和６年３月３１日ま

で  

令和３年４月１日から  

令和７年３月３１日ま

で  

３ 担当課 観光・産業部温泉課  

 

議第３７号～議第４２号 

   市有地の貸付けについて 

１ 趣旨 

  市有地を貸し付けることについて、地方自治法第９６条第１項第６号の規定

により、議会の議決を求めます。  
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２ 議案の内容  

 (1) 市有地の所在及び貸付けの相手方  

議第 土地の所在  貸付けの相手方  

３７ 

別府市南的ケ浜町９７５番１６  

社会福祉法人天神福祉会  別府市南的ケ浜町９８１番１  

別府市南的ケ浜町９８１番３０  

３８ 

別府市大字別府字野口原３０８８番３５ 

社会福祉法人栄光園  別府市上野口町３０８８番１０６ 

別府市上野口町３０８８番１７９ 

３９ 別府市青山町３０５８番１５ 社会福祉法人ソシネット  

４０ 

別府市石垣西二丁目５６８番 

学校法人別府大学  

別府市大字北石垣字横内１４９５番１ 

別府市大字北石垣字横内１４９５番２ 

別府市大字北石垣字横内１４９５番３ 

別府市大字北石垣字横内１４９６番１ 

別府市大字北石垣字横内１４９６番６ 

４１ 別府市大字鶴見字山王８７６番１ 社会福祉法人青葉会  

４２ 別府市大字亀川字ツル１６６４番１ 学校法人溝部学園  

 (2) 貸付けの理由  

   民間保育施設用地として  

 (3) 貸付期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで  

 (4) 貸付料 

   無料 

３ 担当課 こども部子育て支援課  

 

議第４３号  

   公の施設を他の普通地方公共団体の住民の利用に供することに関する協

議について 

１ 趣旨 

  地方自治法第２４４条の３第２項の規定に基づき、協議により公の施設を他

の普通地方公共団体の住民の利用に供することについて、同条第３項の規定に

より議会の議決を求めます。 
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２ 議案の内容  

 (1) 利用に供する他の普通地方公共団体の住民は、大分市、臼杵市、津久見市、

竹田市、豊後大野市、由布市及び日出町の住民です。  

 (2) 利用に供する公の施設は、別府市男女共同参画センターです。 

３ 担当課 市民福祉部共生社会実現・部落差別解消推進課  

 

議第４４号  

   他の普通地方公共団体の公の施設を本市の住民の利用に供させることに

関する協議について 

１ 趣旨 

  地方自治法第２４４条の３第２項の規定に基づき、協議により他の普通地方

公共団体の公の施設を本市の住民の利用に供させることについて、同条第３項

の規定により議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 利用に供させる公の施設を設置する他の普通地方公共団体は、大分市です。 

 (2) 利用に供させる大分市の公の施設は、次のとおりです。  

  ア 大分市荷揚複合公共施設  

  イ コンパルホール  

３ 担当課 企画戦略部政策企画課  

 

議第４５号  

   字の区域及びその名称の変更について  

１ 趣旨 

  住居表示の実施に当たり、字の区域及びその名称を変更することについて、

地方自治法第２６０条第１項の規定により議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

  通称朝見一丁目、朝見二丁目、朝見三丁目、原町、春木、南須賀、南立石板

地町、南荘園町、朝日ヶ丘町、鶴見園町及び小倉の字の区域及びその名称を変

更します。 

３ 担当課 企画戦略部政策企画課  

 

議第４６号  

   市道路線の認定及び廃止について  

１ 趣旨 
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  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０条第３項の規

定に基づき、市道路線を認定及び廃止することについて、議会の議決を求めま

す。 

２ 議案の内容  

  認定路線 中島町１号線ほか２０路線 

  廃止路線 明礬内山線ほか９路線  

３ 担当課 建設部都市整備課  

 

議第４７号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  物価高騰の負担感が大きい低所得世帯の負担軽減を図るため、特別給付金を

支給することに伴い、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、市長にお

いて専決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求

めます。 

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 令和５年度別府市一般会計補正予算（第１０号）  

 (2) 処分年月日 令和６年１月１７日  

３ 担当課 市民福祉部ひと・くらし支援課  

 

議第４８号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和５年

政令第３４７号）により地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成１２

年政令第１６号）に戸籍電子証明書提供用識別符号及び除籍電子証明書提供用

識別符号の発行に係る手数料を徴収する事務及び金額を定める改正等が行われ、

当該改正等は令和６年３月１日から施行されることに伴い、関係条例の改正を

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、市長において専決処分しました

ので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 令和６年別府市条例第１号 

        別府市手数料条例の一部を改正する条例  

 (2) 処分年月日 令和６年２月７日 
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 (3) 主な改正内容 次に掲げる手数料を定めます。  

  ア 戸籍電子証明書提供用識別符号等通知書の交付手数料 １件４００円  

  イ 除籍電子証明書提供用識別符号等通知書の交付手数料 １件７００円  

 (4) 施行期日 令和６年３月１日  

３ 担当課 市民福祉部市民課  

 

議第４９号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  第８２期名人戦第４局の別府市での開催が決定し、対局のほか記念企画等を

市制１００周年を記念する事業として実施することに伴い、地方自治法第１７

９条第１項の規定に基づき、市長において専決処分したので、同条第３項の規

定により議会に報告し、その承認を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 令和５年度別府市一般会計補正予算（第１１号）  

 (2) 処分年月日 令和６年２月１５日  

３ 担当課 企画戦略部政策企画課  

 



 

令和６年第１回別府市議会定例会 

議案（条例・その他）の概要 

 

議第５０号 別府市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

議第５１号 別府市税条例の一部改正について 
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議第５０号  

   別府市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年政令第３

３５号）の一部改正により補償基礎額が改定されたことに伴い、条例を改正し

ます。 

２ 議案の内容  

 (1) 消防作業従事者等に係る補償基礎額の最低額を９，１００円に引き上げま

す。（第５条第２項第２号関係） 

 (2) 消防団員に係る補償基礎額を階級及び勤務年数の区分に応じてそれぞれ

引き上げます。（別表関係）  

３ 施行期日 令和６年４月１日  

４ 担当課 消防本部庶務課  

 

議第５１号  

   別府市税条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  地方税法の一部を改正する法律（令和６年法律第２号）の規定に基づき、条

例を改正します。  

２ 議案の内容  

令和６年能登半島地震災害によりその者の有する資産について受けた損失の

金額については、所得割の納税義務者の選択により令和５年において生じた損

失の金額として、令和６年度以後の年度分の個人の市民税の雑損控除額の控除

及び雑損失の金額の控除の特例を適用することができることとします（附則第

５条の２第１項関係） 

３ 施行期日 公布の日  

４ 担当課 総務部市民税課  

 


